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2本資料の内容

 第２５回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（以下、本委員会）において、電源入札等の検討
開始の判断（STEP1）の判断基準に関して、事務局提案の内容※１についてご了承を得た。（P３参照）

 本資料では、本日議題３、４でもご報告した「供給計画取りまとめ」及び「電力需給検証における今夏の見
通し」の内容に基づき、2018～2027年度（平成30年度供給計画における第１～１０年度）を対象とした
STEP1の判断についてご報告する。
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3（参考）電源入札等の検討開始の判断（STEP1）について

出所）第２５回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料５
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/chousei_jukyu_25_haifu.html

第２５回 委員会資料より



4（参考）電源入札等の実施までのフロー

出所）第２５回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料５
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/chousei_jukyu_25_haifu.html

第２５回 委員会資料より



5STEP１の判断結果

＜２０１８年度（平成30年度供給計画における第１年度）＞

 「平成３０年度供給計画取りまとめ」（本日議題３、資料３参照）において、全エリア各月とも供給予備率
８％を確保可能な見通しであることを確認。

 「２０１８年度夏季の猛暑Ｈ１需要発生時の電力需給見通し」（本日議題４、資料４参照）において、今夏
が至近１０ヶ年で最も猛暑と同等の気象条件が発生した場合でも、全エリアとも判断基準である供給
予備率３％を確保できる見通しであることを確認。さらに同気象条件下でN-1故障が発生した場合にお
いても、全エリアとも供給予備率３％を確保できる見通しであることを確認。

 上記結果から、電源入札等の実施の判断（STEP2）へ移行する必要は無い。

＜２０１９～２０２７年度（平成30年度供給計画における第２～１０年度）＞

 「平成３０年度供給計画取りまとめ」（本日議題３、資料３参照）において、2021年度（第4年度）の東北、
東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州エリアで供給予備率が７．９％となり、供給予備率８％を確
保できない結果となった。それ以外は供給予備率８％を確保可能な見通しであることを確認。

 但し、供給計画取りまとめでは「中長期の需給見通しとしては、今後の原子力発電の再稼動による変
更供給計画の届出や、それに伴う需給バランス状況を注視し、適宜、継続的に需給バランス評価を行
う」と整理されていることを踏まえ、その時点で電源入札等の検討開始の判断（STEP1）を行うこととし、
現時点で電源入札等の実施の判断（STEP2）へ移行するかの判断は行わない。



6（参考）供給計画取りまとめ資料より

需給バランス評価のまとめ

 短期（２０１８年度）の需給バランス評価

 すべてのエリア・月において、安定供給の基準とする予備率８％を確保できる見通し。

 中長期（２０１９年度～２０２７年度）の需給バランス評価

 2021年度の8月17時断面において、本州～九州エリアで広範囲に予備力８％を確保できない
こととなった（49頁参照）。予備率が減少する傾向が今後も続くと想定すると、容量市場による
容量確保が開始される2024年度を待たずに、適正予備力を大きく下回り、需給ひっ迫するこ
とが現実的な問題として懸念される。

 但しこれは、今春から初夏にかけて稼働が見込まれる原子力発電４基も含め、ほとんどすべ
ての原子力発電の供給力を「未定」＝ゼロとして計上しているものでもあり、中長期の需給バ
ランスとしては、今後の原子力稼働状況も見据えて評価していくことが求められる。

 また、今回は供給力として計上されていないものの、短期で立ち上げ可能な電源が一定程度
存在することも確認できた（50頁参照） 。

 従って、中長期の需給見通しとしては、今後の原子力発電の再稼働による変更供給計画の
届出や、それに伴う需給バランス状況を注視し、適宜、継続的にバランス評価を行うこととし、
その中で、必要に応じて電源入札等の対応策を検討することとしたい。



7

今回、2018年度夏季の猛暑Ｈ１需要発生時の電力需給見通しを作成するにあたっては、
供給計画データを活用しつつ、詳細なデータを主要な事業者を対象に収集するという形で
取りまとめ、以下を確認した。

 今夏が、至近10か年で最も猛暑と同等の気象となった場合でも、全国の各エリアで安
定的な電力供給に必要な予備率3%が確保できる見通しである。

 なお、一部のエリアについては、電源Ⅰ´・火力増出力運転・連系線の活用により予備
率3%は確保できることを確認した。

 また、追加検証として、猛暑H1需要発生時にN-1故障が発生した場合でもマージンを
含めた連系線の活用により予備率3%確保が可能であることを確認した。

（参考）電力需給検証資料より

猛暑H1発生時の電力需給見通しの総括


